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地域開発計画 33 ― ― 97 21 1 152
第1次産業振興 16 ― 148 168 5 ― 337
第2次産業振興 1 2 1 15 2 1 22
第3次産業振興 4 1 5 28 11 ― 49
輸送施設 3 ― 46 17 6 ― 72
国土保全 1 ― 2 3 3 ― 9
厚生福祉 24 270 388 702 249 ― 1,633
環境衛生 17 3 668 1,309 77 ― 2,074
教育 74 24 236 148 13 ― 495
住居 1 4 2 4 ― ― 11
都市計画 4 7 9 18 1 ― 39
防災 66 ― 382 832 59 ― 1,339
その他 46 129 4,092 414 69 ― 4,750




















































































































































































































































































































































































































































































1補助事業 2補助対象経費 3補助条件 4 補助率および補助金
額の算定方法 
(1)一部事務組合およ
び共同設置の教育委
員会（以下「統合教育
委員会」という）の直
接の用に供する庁舎
（事務室、会議室、廊
下、便所等を含む）の
新築、増築または買収
（以下、「庁舎新増築」
という）。 
 
 
 
 
 
 
 
(2)統合教育委員会の
事務を能率的に処理
するため、管下の教育
機関等への連絡、指導
等のためにもっぱら
利用する連絡用自動
車の購入（以下、「自
動車購入」という）。
(1)庁舎新増築費は新
築、増築にあっては、
建物の基礎、柱、壁、
床、天井、屋根等の骨
組造作および仕上部分
の工事費で固定して設
けられた掲示板、物入
れ、流し等の付帯設備
費等および電気、給排
水、ガス、冷暖房等の
付帯工事費（専用施設
として使用するものに
限る）を含むものとし
買収にあっては建物
（これに固定して設け
られた付帯設備も含
む）の買収に要する経
費とする。 
(2)自動車購入費は、自
動車の購入に要する経
費とする。 
(1)補助の対象となる統
合教育委員会は、原則
として昭和47年度にお
いて発足したもの、ま
たは発足予定のものと
する。(2)補助の対象と
なる庁舎は、延面積100
平方米以上とし、原則
として鉄筋コンクリー
ト造りとする。［参考 
木造でもよろしい］ 
 
 
 
 
 
 
(2)補助の対象となる自
動車はジープ、ライト
バン等の新車とし、1統
合教育委員会あたり 1
台とする。 
(1)庁舎新増築費補助 1
平方米あたり建築単価
26,790 円（実施単価が
これに満たないとき
は、実施単価とする）
に実施面積（ただし実
施面積が 100 平方米以
上を限度とする）を乗
じて得た額の１/3 の額
（千円未満は切り捨て
る）とする。 
［参考 最高2,679千円
×1/3=893千円］ 
 
 
 
 
(2)自動車購入費補助購
入費（100万円を限度と
する）の1/3の額（千円
未満は切り捨てる）と
する。 
［参考 最高1,000万円
かける1/3=333千円］
表2 昭和42年度教育委員会設備等整備費補助金交付要綱抜粋 
（出典：昭和42年7月29日文初地第43号文部省初中局長通知より筆者作成） 
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このような教育行政が有する特異な構造は、都
道府県と市町村の地方政府間関係においても同
様であり（ましてや、地方政府間構造も教育行
政のタテ割り性に組み込まれており）、戦後長ら
く批判の的とされてきた。このような教育行政
構造において、補助事業が開始されることとな
る。すなわち、その機能としては、教育委員会
の統合を促進することはもちろん、地方教育行
政に対する中央の管理を強める一手段としても
有用であったとみてよい。換言すると、第一段
階として市町村教育委員会の統合（教育事務の
共同処理）、第二段階として充て指導主事の特配、
第三段階として指導行政の強化といった路線を
意味するものであり、中央からの指示系統強化
への布石とみなせる（徳村1973）。 
こうした補助金給付と中央による管理強化と
いった「アメとムチ」をもとにした広域化政策
は、兵庫県がパイロットモデルの役割を果たし、
その後は近隣の島根県、岡山県が追随するかた
ちで各地へ広がっていった（21）。しかし当初の
予想に反し、統合は大して進展をみせなかった。
前述の2つの中央からの推進施策がありながら
も、限られた県でしか教育委員会が統合しなか
ったことは、それが県および県教育委員会の働
きかけによる差異であり、作用としての上位部
局によって左右されていたことの証左である。
なお、当時のこの動きについて、徳村（1973）
が3県の統合教育委員会の事例を研究している。
そこでは、「県の介入が強かった」（兵庫県多紀
郡）、「県教育委員会が、統合した際の恩恵とし
て補助金や充て指導主事を示した」（岡山県蒜山
町）といったように、県や県教育委員会は、財
政的な優遇や充て指導主事の特配という「エサ」
をちらつかせることで、市町村に広域化を提案
していた様子がわかる。こうした優遇や恩恵は、
関係者に受益者意識を根づかせ、広域化実現へ
の旗頭として動かす原動力となった。 
 以上のとおり、中央や都道府県といった上位
部局による働きかけと「アメとムチ」による市
町村の主体性や積極性の欠如からくるこの時期
の広域化の動きを踏まえると、当該自治体の姿
勢は「積極的受動型」と特徴づけられる（22）。 
 
４－３．「消極的能動型」共同処理 
 戦後教育の総決算を目指した中曽根元首相の
肝いりで、1984年に首相直属の諮問機関として
臨時教育審議会（以下、臨教審と略記）が発足
する。 
 臨教審は、1970年代半ばから叫ばれる教育荒
廃の制度的原因のひとつとして教育委員会、と
りわけ市町村教育委員会の停滞を挙げた。それ
は、教育委員会の自主性の喪失に起因する地
域・学校における教育紛争の解決能力の鈍磨、
活性化のために国の規制緩和や権限移譲等の措
置により教育における地方分権推進の必要性、
の双方を指摘するものであった。こうした提言
の背景には前述の戦後続く文部行政の集中管理
があり、臨教審が従来の中央と地方の一貫した
教育行政制度の一種の機能マヒを認めたといえ
る（23）。 
 臨教審は、教育委員会の活性化が特に問題に
なるのは人口規模が小さい市町村であるという
認識に立ち、第2次答申において「地方自治法
に定める事務組合、教育委員会の共同設置など
による事務処理体制の広域化、共同化、効率化
を積極的に図ること」を提言している。これを
受けて、1987年には「教育委員会の活性化に関
する調査研究協力会議」が発足し、事務処理体
制の在り方について臨教審答申の中身をくんだ
報告書を出した。また、これにしたがうかたち
で文部省は、各都道府県知事、各都道府県教育
委員会、各市町村教育委員会に対し、局長通知
「教育委員会の活性化について」（昭和62年12
月16日付）を通達し、臨教審答申の趣旨を踏
まえたうえで教育委員会の組織および運営の改
善に努めるように依頼している。以上を踏まえ
ると、それまでの中央統制の強化を作用とする
広域化（積極的受動型）ではなく、むしろ地方
分権のなかで権限を移譲しつつ教育委員会を活
性化させるための広域化といった性質が強くな
っている。 
 臨教審によって答申された教育事務の共同処
理は以後もくり返し示されている。1996年に発
足した地方分権推委員会は4 次にわたる勧告、
－ 48－
 
とくに第2次答申において、教育における国と
地方の関係について指摘している。これにより、
教育長の任命承認制や旧来からの上意下達の関
係が見直され、のちに地方分権推進計画が閣議
決定された。1997年には「21世紀に向けた地
方教育行政の在り方に関する調査研究協力者会
議」が発足し、5つの柱に沿って地方教育行政
制度の見直しにあたっての論点整理が行なわれ
た。そこでもまた、教育委員会の事務処理体制
について、とくに小規模市町村は共同処理の方
法を選択することで行政能力の強化を図るよう
に示している。 
 この時期の共同処理の大きな特徴として、広
域連合の設置が法制化された点がある。これは
地方分権を背景にかかえ、将来的な権限移譲を
見すえて体制を整備することを目的に1994年
に法整備された。平成27年時点で、広域連合
教育委員会の設置は北海道富良野広域連合教育
委員会と京都府相楽東部広域連合教育委員会の
2事例がある。 
 地方分権を背景とする当時の状況からは、教
育行政を包む一般行政分野において広域行政の
必要性が指摘されてきた。総務省内研究会の前
掲報告書では地方分権下の広域化についてつぎ
のように記している。 
 
地方分権がより一層進展し、住民に最も身近な
基礎自治体である市町村には、補完性・近接性
の原理に基づいて、今後もさらなる事務権限の
移譲が一般的に期待される。その際、事務の共
同処理を含めて、それぞれの市町村の現場の実
情に即して真に効果が発揮できる事務体制とな
っているか、当該市町村自らが自主的・主体的
に検討することが重要になっている。 
これまでの事務の共同化・広域化は、ともすれ
ば、特定の政策を推進するため、その受け皿づ
くりとしての国の旗振りを受け、地方公共団体
は「受け身」の形で進んできた側面がある。し
かし、共同処理を行うかどうか、あるいはどの
ようなかたちで行っていくかは、本来、実際の
事務を担う市町村が、自ら試行錯誤しながら、
地域にとって最適な執行体制を追求する中で決
定していくべきものである。（総務省「Ⅰ 本研
究会の課題設定」『地方公共団体の事務の共同処
理の改革に関する研究会 報告書』） 
 このころの教育行政の広域化は平成の大合併
以後の規模格差がキーワードとなる。 
1999年の合併特例法施行によって市町村の
合併が推進され、合併による大規模自治体が各
地に誕生した。しかし一方で、合併を見送った
小規模町村はそのまま残存したため、自治体規
模の格差が今まで以上に顕著にあらわれ、それ
にともなう財政力の格差がひろがりをみせてい
る。小規模市町村が抱える教育行政の課題とし
ては、既述のように指導主事の低い配置率、事
務処理体制の非効率性ならびに管理する施設設
備の活用の不十分さ等が指摘されている（加治
佐2001）。こうした背景をもとにして、自らの
行政能力の向上やスケールメリットを生かした
効率化による経費節減などを目的とした教育行
政の広域化を取り組む自治体が現れている。 
 以上を踏まえると、財政基盤の弱い小規模市
町村の顕在化とそれにともなった一層の行政能
力強化の動き、そして地方分権の追い風などの
要因が重なり、消極的理由ながらも主体性をも
って広域化を選択する自治体が現れる今日の事
務処理体制の共同化事例の姿勢は「消極的能動
型」と特徴づけることができる。 
 
５．小括 
 ここまで、教育事務の共同処理にかかる当該
自治体の性質の展開を「積極的受動型」から「消
極的能動型」として特徴づけた。 
 近年は、地方自治法改正により広域連合の設
置が法制化され、道州制の是非が注目されるな
ど、行政区域（範域）をめぐる再検討が進んで
いる。これらは、上位部局からの権限移譲ない
し権限や責任の整理・明確化の議論の延長線上
に位置づけられる。教育事務については教職員
の人事権や研修権の移譲が、地方分権推進委員
会の活動下で焦点となった経緯がある（24）。こ
の議論では小規模自治体教育委員会の職務遂行
体制の不備の問題も包摂され、権限移譲と小規
模自治体教育委員会の体制強化がセットとなっ
－ 49－
 
て検討がなされた。 
地方分権推進委員会は当時、特別法としての
地教行法見直しを求め、その作業を委員会内の
「くらしづくり部会」（部会長：大森彌）が担っ
た。大森（1998）は、自治体の役割に関して「地
域間・自治体間の相違を『格差』とのみ捉え、
従来のようにその是正措置を直ちに国などの支
援に求める態度については再考すべき」である
とする。そしてさらに、「自治体の意欲と力量の
発揮によって作り出された相違はむしろ『地域
の個性』と考え、その点での魅力をこそ自治体
は競い合っていくべきではないか」と主張する。
これは、地方分権推進委員会の考え方と同一と
いってよい。しかし、大森がいう「意欲と力量」
を発揮するための体制・条件が小規模自治体教
育委員会に備わっていることは、必ずしも自明
のことではない。創意工夫という名による自治
体任せの「自己責任」に至らぬように、中教審
答申「今後の地方教育行政の在り方について」
（2013）が示すとおり、当該自治体に対する国
や都道府県からのあらゆる支援が求められる。 
今後は、「消極的能動型」にある事例が何を目
的として共同処理を実施しているのか、すなわ
ち行政職員数の増強であるのか、専門性を備え
た指導主事の配置等であるのか等について、事
例分析を通して明らかにする必要がある。また
同時に、事務の共同実施に至らない小規模自治
体教育委員会の実態調査を進め、問題状況の把
握を進めることが求められる。 
 
註 
（1）本稿で教育事務とは、地教行法第21条の
規定する教育委員会が管理、執行する事務をさ
す。近年注目される学校事務は本稿の検討に含
まない。 
（2）当時について、三上（2013）は「教育委
員会制度の発足30周年をむかえた1970年代の
後半期に入って、教育委員会（制度）論は再び
活発となり、この制度の再検討と新たな可能性
の模索が試みられていく」、「教育委員会制度は、
わが国で初めて、民衆的基礎に立って本格的に
検討されようとしている」とし、その後の臨教
審へつづく教育委員会制度再検討の潮流の端緒
がみられたことを示している。しかし、本稿で
はあえて1970年前後を教育委員会制度「定着」
期とすえる。制度自体に諸課題が内包されてい
たことを承知しつつも、冷戦下の状況や文部省
と日教組の対立が社会的、政治的背景としてあ
ったにもかかわらず制度が維持、存続されてい
た事実を軽視すべきではないとの立場にあるた
めである。 
（3）本稿ではおもに大桃（1997）を参考にし
つつ、それ以降の関連法令改正や新設された広
域連合制度を新たに整理した。 
（4）平成23年度施行の地方自治法の一部改正
により制度が廃止されたものの、経過措置によ
り1件のみ現存している。 
（5）総務省自治行政局市町村課「『地方公共団
体の事務の共同処理の状況調査（平成26年7
月1日現在）』の概要」http://www.soumu.go.j
p/main_content/000196052.pdf, 2017年1月9
日最終アクセス。以降の数値データも断りのな
い限り、本資料に基づく。 
（6）総務省（2009）「地方公共団体の事務の共
同処理の改革に関する研究会報告書」 http:// 
www.soumu.go.jp/main_content/000051523.p
df, 2017年1月9日最終アクセス。 
（7）ここでの「教育に関する事務」は教育委
員会が所掌する事務とすべてが連動するもので
はない。したがって、実数の増減によって教育
事務の共同処理の実施件数が増減するとはいえ
ないことに留意が必要である。 
（8）一部事務組合議会の議員の選挙方法は構
成団体の間接選挙が一般的であるが、住民によ
る直接選挙も可能である（一部事務組合の管理
者や執行機関の組織および選任も同様）。 
（9）事務処理体制の共同化が財政負担の軽減
のための合理化の手段として行われる場合は、
負担割合の調整が共同化実施の障壁のひとつと
なりうることは想像に難くない。 
（10）ここでの「機関等」は機関および職員を
さす。  
（11）第23次地方制度調査会議事録 
（12）一部事務組合方式による学校組合は、小
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規模町村の能力を補完する目的で戦後教育改革
により誕生する新制中学校の設立に用いられた。
学校組合自体は町村制施行後の明治23年の地
方学事通則および小学校令により制度化されて
いる（大桃1997:34）。 
（13）堀・柳林は首長や教育長に対する地方教
育行政調査から、教育改革進展度の観点から5
万人の人口規模を提示している。一方で、教育
委員会事務局の職務遂行体制からその職員数や
専門的職員の配置などを分析した結果、それら
を整備するにたる財政力を有する規模として人
口10万人程度が適正設置規模とする研究もあ
る（加治佐2000:205）。 
（14）一例として茨城県、島根県、大分県など
がある。 
（15）徳村（1977）や松井他（1997）は、教
育事務の共同処理を実施する教育委員会や実施
後に解散に至った教育委員会事例を分析し、地
方教育行政における広域化の阻害要因を示して
いる。それは以下に集約できる。①教育委員会
の共同処理によって、教育委員の地域的な充員
源は拡大するが委員は定数であるため、構成団
体数によっては委員を選出できない場合がある
こと、②経費節減を目的とする共同化であって
も、一部事務組合や共同設置の場合は自主財源
を有さないために活動の経費は構成団体の負担
となり、負担額がそれほど減少しないこと、③
共同化しても専門的職員の配置数はさほど増え
るわけでなく、職務遂行体制が充実しないこと、
④共同化によって誕生する新教育委員会と構成
団体教育委員会ならびに構成団体首長との関係
が複雑になり、事務処理が一層煩雑になること、
⑤設置に要する労力と時間の負担が大きいこと、
などである（加治佐2000）。 
（16）同年に40数市町村が任意設置している
（安田2007）。 
（17）通説的な枠組みでは教育委員会制度がよ
る教育委員会法から地教行法への変遷は「断絶」
と捉えられる。一方でそれを「連続」とみなす
研究もある（本多他2003）。 
（18）日本教育行政学会年報第3号（1977）で
は「公教育の経営と教育委員会」が特集として
据えられ、地方教育行政の民主化と能率化との
観点からの適正規模、組織機構、都道府県教育
委員会や学校経営との関連などの諸問題が制度
発足当時から課題として認識されていたとして
いる（伊藤1977:9）。 
（19）同法第3条は「町村は、おおむね8千人
以上の住民を有するものを標準とし、地勢、人
口密度、経済事情そのほかの事情に照らし、行
政能率を最も高くし、住民の福祉を増進するよ
うにその規模をできる限り増大し、これによっ
てその適正化を図るように相互に協力しなけれ
ばならない」と規定する。約8千人という基準
は、新制中学校一校を効率的に設置管理してい
くために必要と考えられた人口であった（総務
省「市町村数の変遷と明治・昭和の大合併の特
徴」http://www.soumu.go.jp/gapei/gapei2.html, 
2016年12月27日最終アクセス）。 
（20）村上（2011）は、教育行政の縦割り性に
対する見解が従来は文部省（文部科学省）によ
る中央集権的統制に基づくものであったとする
（村上は「機能的集権」とよぶ）一方で、最近
は中央と地方の相互依存関係にあり、教育関係
者からは下位政府が成立しているとする見解も
あることを指摘している。 
（21）1965年6月に多紀郡教育委員会が一部
事務組合方式へ、翌年5月に佐用郡教育委員会、
翌々年4月に加東群教育委員会がそれぞれ機関
等の共同設置方式で教育委員会を設立した。 
（22）当時の広域化は一部の県にとどまり全国
へ大きくは展開していない。それは、文部省に
よる助成制度が時限措置であったこと、トップ
ダウンによる統合への主導によって市町村が主
体性をもてなかったことなどといった積極的受
動型の特質によるところも大きい。 
（23）三上（2013:148）は、臨教審に対して「こ
れだけはっきりと教育委員会の『形骸化』を指
摘し、その『再生と活性化』を提言したものは、
中央教育審議会（中教審）など文部省関係審議
会をはじめとする政府関係審議会などの正式な
文書（答申など）としては、おそらく初めてで
あり画期的である」と評価している。 
（24）平成29年度からは、県費負担教職員の
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給与負担や学級編制基準等を定める権限および
財源が政令指定都市へ移譲される。 
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